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報告の内容

「中小企業は、経済を牽引する
力であり、社会の主役である」

中小企業憲章（2010年閣議決定）

 はじめに

 中小企業とは

定義 役割と存在意義 現状

 同友会とは

歴史と理念 現在の活動



はじめに
～自己紹介

 福岡県生まれ

 山口大学経済学部卒

 2012年中小企業家同友会全国協議会事務局長（中同協事務局入局は1986年）

全国組織の経営者団体で女性で初の事務局長（～2020年）。

政策広報局長（2020年～2022年）。2022年9月末定年退職。

 2012年内閣府男女共同参画推進連携会議委員

 2016年国連女性の地位委員会で報告（ニューヨーク）

 2017年～経済産業省新ダイバーシティ経営100選運営委員

 現在の役職

日本ワークルール検定協会啓発推進委員

社会福祉法人未来こどもランド評議員

立教大学ビジネスデザインアドバイザリーボード

日本BPW連合会、国際女性の地位協会などに所属

＜全国の運動をつくる＞

 組織活動支援システム「e.doyu」、メルマガ「DoyuNews」の提案

各種同友会へのSaaSシステム提案・立ち上げ（情報化推進本部）

 「企業変革支援プログラム」の企画・作成（労働委員会から経営労働委員会への
組織改編）

 「人を生かす経営全国交流会」の提案、その後の継続

 新型コロナウイルス対策本部設置、10次にわたる国への要望・提言、全会員への
調査など

 中小企業家しんぶん連載「どうなる金融」「IT革命と中小企業」「価値創造へ～経
営指針を外部発信 ローカルベンチマークと経営デザインシート」など連載取材
多数 36年間で企業ヒアリングは1000社を超える



中小企業とは①

業種分類 中小企業基本法の定義

製造業その他 
資本金の額又は出資の総額が3億円以下の会社又は
常時使用する従業員の数が300人以下の会社及び個人

卸売業
資本金の額又は出資の総額が1億円以下の会社又は
常時使用する従業員の数が100人以下の会社及び個人

小売業
資本金の額又は出資の総額が5千万円以下の会社又は
常時使用する従業員の数が50人以下の会社及び個人

サービス業 
資本金の額又は出資の総額が5千万円以下の会社又は
常時使用する従業員の数が100人以下の会社及び個人



中小企業とは②

（資料）㈱富士通総研「中小企業の両立支援に関する企業調査」「2006年中小企業白書」から

企業規模が小さいほど女性が活躍
厚生労働省雇用均等基本調査（2021年）など

小規模企業ほど女性の正
社員一人当たりの子ども

数が多い



中小企業憲章 （2010年6月18日 閣議決定）

≪基本理念より一部抜粋≫

中小企業は、経済やくらしを支え、牽引する。創意工夫を凝らし、技術を磨き、
雇用の大部分を支え、くらしに潤いを与える。意思決定の素早さや行動力、個性
豊かな得意分野や多種多様な可能性を持つ。経営者は、企業家精神に溢れ、自ら
の才覚で事業を営みながら、家族のみならず従業員を守る責任を果たす。中小企
業は、経営者と従業員が一体感を発揮し、一人ひとりの努力が目に見える形で成
果に結びつき易い場である。
中小企業は、社会の主役として地域社会と住民生活に貢献し、伝統技能や文化

の継承に重要な機能を果たす。小規模企業の多くは家族経営形態を採り、地域社
会の安定をもたらす。
このように中小企業は、国家の財産ともいうべき存在である。

≪前文より一部抜粋≫

中小企業は、経済を牽引する力であり、社会の主役である。常に時代の先駆けとして積極果敢に挑
戦を続け、多くの難局に遭っても、これを乗り越えてきた。戦後復興期には、生活必需品への旺盛な
内需を捉えるとともに、輸出で新市場を開拓した。オイルショック時には、省エネを進め、国全体の
石油依存度低下にも寄与した。急激な円高に翻弄されても、産地で連携して新分野に挑み、バブル崩
壊後もインターネットの活用などで活路を見出した。
我が国は、現在、世界的な不況、環境・エネルギー制約、少子高齢化などによる停滞に直面してい

る。中小企業がその力と才能を発揮することが、疲弊する地方経済を活気づけ、同時にアジアなどの
新興国の成長をも取り込み日本の新しい未来を切り拓く上で不可欠である。
政府が中核となり、国の総力を挙げて、中小企業の持つ個性や可能性を存分に伸ばし、自立する中

小企業を励まし、困っている中小企業を支え、そして、どんな問題も中小企業の立場で考えていく。
これにより、中小企業が光り輝き、もって、安定的で活力ある経済と豊かな国民生活が実現されるよ
う、ここに中小企業憲章を定める。

中小企業憲章の地域版として中小企業振興基本条例の制定運動も推進
2021年10月現在、47都道府県（100％）、 362市（46％）、17区（74％）、206町（28％）29村（16％）で制定























「中小企業の事業承継に関するインターネット調査（2023年調査）」結果
＊2023 年 3 月 23日 日本政策金融公庫総合研究所発表

中小企業のうち後継者が決定している企業は10.5％、
廃業を予定している企業は57.4％



業況判断DIの推移 ＊DORとは中小企業家同友会全国協議会が発表している同友会景況調査報告のこと

業況判断 DI（「好転」－「悪化」割合）



「人材の状況（正規従業員）」について
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中小企業家同友会全国協議会（中同協）

 創立：1957年4月  日本中小企業家同友会（現東京中小企業家同友会）として東京で創立

1969年11月 全国協議会設立

会 長：広浜 泰久 ㈱ヒロハマ 代表取締役会長

幹事長：中山 英敬 ㈱ヒューマンライフ 代表取締役

 会員数：47都道府県（中小企業経営者47,453名、前年から1000名増、2023年11月1日現在）

 企業づくりの理念の柱「中小企業における労使関係の見解」（労使見解、1975年発表）

 全国行事＊左の写真は2019年7月に開催された中同協設立50周年記念式典 第51回定時総会にて

・総会、女性経営者全国交流会、青年経営者全国交流会、中小企業問題全国研究集会など

・国への中小企業家の政策要望・提言（毎年）、新型コロナ緊急要望・提言（第１０次）

＜同友会の理念＞

・三つの目的（よい会社、よい経営者、よい経営環境）

・自主・民主・連帯の精神（同友会組織として、企業経営として）

・国民や地域とともに歩む中小企業（「悪徳商人にならない」 「地域企業」など）

＜同友会の性格＞

• 同友会は任意団体であり、中小企業家が自主的に参加し、手作りの運営を心がけ、中小企業家のあらゆる要望に応えて活動するとい

う特色があります。

• 同友会は、考え方や、社会的立場、業種、企業規模にとらわれず、大いに見聞をひろめ、企業の繁栄をめざそうとする中小企業家であ

れば誰でも入会できます。

• 会の財政は入会金、会費を中心とした会員からの収入で成立っています。

• 政治にたいする同友会の姿勢は、会の目的を達成するために、どの政党ともわけへだてなく接触しますが、会としては特定の政党と

特別の関係をもたないようにします。会員個人の思想・信条の自由は当然のこととして保障されています。



＜同友会の３つの目的＞

1. 同友会は、ひろく会員の経験と知識を交流して、企業の自主的近代化と

強靭な経営体質をつくることをめざします。（良い会社をつくろう）

2. 同友会は、中小企業家が自主的な努力によって、相互に資質を高め、知

識を吸収し、これからの経営者に要求される総合的な能力を身につける

ことをめざします。（良い経営者になろう）

3. 同友会は、他の中小企業団体とも連携して、中小企業をとりまく社会・

経済・政治的な環境を改善し、中小企業の経営を守り安定させ、日本経

済の自主的・平和的な繁栄をめざします。（良い経営環境をつくろう）

この「３つの目的」と「自主・民主・連帯の精神」、「国民や地域とともに

歩む中小企業」の３つを併せて「同友会理念」とし、自主的・自立的に活動

を進めています。

中小企業家同友会全国協議会について②



＜同友会の活動＞

【全国で年間約6000回の月例会】各同友会では地域ごとに支部・地区（47都道府県に約500）を
つくり、会員経営者の経営体験報告をもとにテーブル討論を行うなど経験交流を主体にした月例
会を活動の基本としています。その際、経営者同士が本音で謙虚に学びあうよう心がけています
（全国で年間約6000回）。さらに支部の下に小グループを作り、支部例会とは別に会員訪問例会
などを実施しているところも増えています。

【新卒定期採用で正規雇用を広げる】若者が生き生きと働き続けられる企業になるためにどのよ
うな企業づくりをすべきかを問いかけあい、正規雇用を広げようとすすめている新卒定期採用の
活動が共同求人活動です。中同協として就職情報サイトJobwayを運営し、全国1,000社が登録する
サイトになっています。また共同求人で採用した若者を励ます合同入社式（毎年40以上の都道府
県、経営者約1,500名、新入社員約2,000名以上が参加）を開いています。

【社長と社員が育ちあう社員教育活動】社員をパートナーとして、経営者と社員が共に育ちあう
企業をめざそうと、経営者としての姿勢や教育のあるべき姿を経営者が学ぶ場を設けるとともに、
新入社員研修会（毎年は40以上の都道府県、新入社員約3,000人が参加）や幹部社員研修会などを
会員の自主的な運営で行う社員教育活動を行っています。

【企業変革のためのセミナー】経営指針（経営理念、１０年ビジョン、経営方針、経営計画）を
成文化し、企業内で実践していくためのセミナーを行うとともに（毎年はほぼすべての都道府県
のべ約100回、約1,500名が修了、約3500名以上の会員が運営）、自社の立ち位置を明確にし、実
践を検証するために作成された「企業変革支援プログラム」を活用しています。

中小企業家同友会全国協議会について③



【働く環境づくりの取り組み】1975年に発表し
た「中小企業における労使関係の見解」（労使
見解）を企業づくりの取り組みの柱にすえ、今
日まで活動を進めてきました。

今年は社員と共に企業の未来を創造するため、
労働環境の整備を計画的に行うための『働く環
境づくりの手引き』を『経営指針成文化と実践
の手引き』の副読本として発行。

また、主に10人未満の企業を対象としたブッ
クレット『求人票や雇用契約書に書くことをま
とめ直すだけで手間なく簡単にできる就業規則
のつくり方』を日本法令から発刊し、「一人で
も採用したら就業規則を作成し、労働環境の整
備を」と呼びかけています。「働き方改革」へ
の対応を考えている経営者にも、本書を通じて
同友会の企業づくりを知る機会となっています。

中小企業家同友会全国協議会について④



＜参考＞

「人を生かす経営」
「中小企業における労使関係の見解」1975年中同協発表

１．経営者の責任（一部抜粋）

経営者である以上、いかに環境が厳しくとも、時代の
変化に対応して、経営を維持発展させる責任があります。

経営者は企業の全機能をフルに発揮させて、企業の合
理化を促進して生産性を高め、企業発展に必要な生産と
利益を確保するために、全力を傾注しなければなりませ
ん。

新製品、新技術の開発につとめ、幹部を育て、社員教
育を推進するなど、経営者としてやらねばならぬことは
山ほどありますが、なによりも実際の仕事を遂行する労
働者の生活を保障するとともに、高い志気のもとに、労
働者の自発性が発揮される状態を企業内に確立する努力
が決定的に重要です。



経営姿勢を問いかける。気づきを大切にする学び
経営理念～経営者の経営姿勢の確立

事業としての市場や環境への適合性：付加価値の高い仕事へ
労働環境の改革：社員と検討し、実行計画を考えている

地域社会、人間生活への貢献内容：社員とともに、地域社

会に本気で貢献する企業づくりに挑戦している

社員と共にめざす企業像：社員が人生の大半を過ごし、自己実

現する場として

科学性

社会性

人間性

経営理念

経営方針

経営計画

10年ビジョン

25

全社的な経営指針の成文化と全社一丸の経営



【政策提言などの活動】中小企業の経営を守り発展させるための経営環境改善の運動
として、毎年国への政策要望・提言を提出しているほか、2000年代前半には金融アセ
スメント法制定運動を行い、100万署名を集め、金融や税制などで影響調査や緊急要
望を提出。2004年からは「中小企業憲章制定」運動などを行い、2010年に同憲章は閣
議決定され、2019年度は「中小企業の日」（7月20日）が制定されました。現在「中
小企業憲章・条例推進本部」を置いて、憲章の国会決議や中小企業省の設置、各同友
会では地方自治体に「中小企業振興基本条例」制定し、推進しています。【地球環境
問題への対応】地球環境問題への企業としての取り組みを進めるため、温暖化防止、
省エネ、創エネなどの積極的取り組みを「同友エコ」として独自の仕組みをつくり、
参加企業を増やしています。また2013年にドイツ･オーストリア視察を行い「エネル
ギーシフト」について実践的に研究し、2016年には「中小企業家エネルギー宣言」を
発表しました。

【調査研究活動と情報化の推進】四半期ごとの景況調査、特別調査（2017年度は「採
用と人材育成」）などを行い、分析・発表しているほか、40000名の会員経営者が使
うグループウエアedoyuが月間120万ページビューと、積極的に活用されています。

中小企業家同友会全国協議会について⑤



同友会の魅力
①理念（三つの目的、自主・民主・連帯の精神、国民や地域とともに歩む中小企業）

⇒ 歴史的こだわり 「中小企業家」「自主」「自立」｛ボス化を許さない｝「共に」

謙虚に学ぶ 科学性、社会性、人間性

②労使見解（中小企業における労使関係の見解）
⇒ 最初に書いてある「経営者の責任」 人間としての向き合い方

③会員経営者の生きざまと学び実践する姿勢～中小企業経営者は日本の財産
⇒ 中小企業家が自主的な努力によって、相互に資質を高め、知識を吸収し、これからの

経営者に要求される総合的な能力を身につける

1970年代からの経営指針成文化運動（年間1500名）～内閣府・経営デザインシート＆経産省ロカベン

⇒ 変われる力。変える力。生かす力。広げる力。地域とかかわる力

⇒ 47都道府県500を超える支部・地区で年間6000回の月例会、全国行事

④危機に強い、仲間を支え、地域を守り愛する

～東日本大震災、新型コロナ、中小企業憲章、中小企業振興基本条例など

⑤経験を教訓化とし、全国の成果と教訓を普遍化していく事務局組織

（47都道府県と中同協に350名）



国内の優れた経験に学ぶ全国行事

女性経営者全国交流会 開催時期6月
今年は福岡開催！（6月22～23日）
• 女性の感性を生かした仕事づくり・企業づく
り・地域づくりを学ぶ交流会。

• 生命と平和を守る課題や人口減少社会への対
応や女性が持つ能力を発揮する場をひろげ同
友会理念の実践を推進する場。

• 女性経営者（経営者夫人、女性幹部社員含
む）だけでなく、男女が共に学びあっている
場でもある。

青年経営者全国交流会 開催時期９月
今年は広島（9月14～15日）
• 企業後継者の養成と同友会運動の後継者養成
が主眼

• 次代を担う青年経営者が同友会理念を継承し、
共に学び交流する場。

• 参加者の年齢は問わず、企業革新と自己変革
の意欲に燃える「青年の志」を持って集うこ
とが特色。

中同協総会（全国総会） 開催時期７月
今年は埼玉開催（7月13～14日）
• 一年間の中同協及び各地の活動の総括を行い、
各地の活動の蓄積の中から教訓を引き出し、
新年度の活動方針を決定。中同協の最高決議
機関。

• 参加者は各同友会から選出された代議員
• 同友会運動の基本方向を検討する場。課題を
活動方針に沿って深め、その運動化をはかる

中小企業問題全国研究集会（全研）
開催時期２～３月
今年は長野開催（3月2～3日）

• 中小企業を取り巻く問題や課題を研究する全国集会
• 各同友会と中同協における運動および経営の研究と実
践を発表、交流。

• 専門家の協力もえながら、同友会理念にもとづく、時
代変化に適応した運動のあり方と企業づくりの課題解
決の方向性を研究し、学びあう。



激動をよき友に

全社一丸経営で
営業キャッシュフロー改善
と新たな仕事づくりを 

経営者として
危機を乗り越える
企業づくりの実践の確認

＜企業づくりの方向性＞

①危機を乗り越える経営姿勢を明確に示す

②財務対策・資金手当てに全力をあげる

③危機感を社内で共有し、経営方針や経営計画を見直す

④知恵を集めて新たな仕事づくりに取り組む

⑤採用と教育、万能型BCP策定のチャンスととらえる

⑥「見える化」と情報発信に取り組む

⑦勇気を出して相談し、会員間ネットワークを強化・活用する

⑧雇用を守り、全社一丸となって黒字化へ

中小企業家同友会全国協議会 新型コロナウイルス対策本部方針から



埼玉、千葉に7店舗。低価格競争ではなく、眼鏡から補聴器へ隣接異業種への展開

（社員数25名、パート4名）

代表取締役 久賀きよ江氏

お客様の目や耳を通じて、地域の皆様の快適生活をサポート

こども眼鏡館～キズ、破損、度数変更2回までレンズ交換無料など保証体制がファミリー需要へ

4月の緊急事態宣言で前年比35%ダウン、全社で2年前にさかのぼってテレアポ。通常の眼鏡の調子を
聞くだけでなく困りごとなど聞く中で営業につながる。７～9月は前年対比でプラスに。完全予約制
で感染対策万全にして対応。店舗の前にも感染対策を発信。

コロナ禍で自由に買い物できない中、買い物願望の開拓。目からの感染予防やオンライン化でブ
ルーライトカットなどの需要もあり追い風に。従来の低価格路線から一線を画す品ぞろえと顧客対
応が功奏。

これまでもこども眼鏡館は視力矯正ための眼鏡から、安全でデザイン性の高い「かけたくなる眼
鏡」へ。安心の保証がこどもの需要だけでなく同行してくる3世代需要に結びつく。高齢化社会で眼
鏡の高齢者需要の拡大とともに、7年前から「快適生活」へ向けた補聴器需要への対応。「隣接異業
種」への展開。新卒求人活動も積極的に行っている。

知恵を集めて新たな仕事づくり
（株）メガネマーケット（埼玉）  



愛知県一宮市で女性だけの会社として創業。ガス販売会社の販促支援事業

（社員数6名、パート1名）

代表取締役 石塚智子氏

知(ソフィア）の創造企業として皆様の快適生活に貢献

社長の覚悟⇒「会社は絶対につぶさない、社員は一人も辞めさせない」

社員と共に ⇒一致団結 ⇒現状認識の社内一致、情報収集と素早い行動、知恵を絞り困難を乗り
切る！

①命と雇用を守る。補助金などによりパーテーション設置、換気扇取替など感染防止対策。
②資金繰り、公的支援の活用（制度融資、助成金、補助金などの活用)
③既存顧客の注文は品質と納期を守り、定期売上を確保する。（毎月の賃金確保と経営維持）
④出張旅費の大幅削減と新規開拓（新市場創造）

One to Oneマーケティング：大口のガス販売会社に独自保安カレンダーづくりで提案営業
⑤テレワークによる生産性の向上とチームによる業務改善の見直し（働き方改革）
全員女性の会社。子育て介護、いつでもテレワークできる環境に。

「プチ幸せ」な働き方から、「必死に」働くこともできる会社に。

事業承継を視野にオンライン、DX（デジタルトランスフォーメーション）推進

危機を乗り越える経営姿勢を明確に
（株）ソフィア企画（愛知）  

顧客の要望に応じ、カスタマ
イズ

顧客の要望に応じ、カスタマイ
ズした保安カレンダー

 
既存商品 新規商品 

既 

存 

顧 

客 

①市場浸透 

既存顧客に既存商品・サービスを売る 

ミニコミ誌・保安カレンダー・ 

ガス器具提案チラシ・WEB管理 

②新商品開発 

既存顧客に新商品・サービスを売る 

持続化補助金申請を手伝って広告

製作を請け負う 

新 

規 

顧

客 

③市場開拓 

既存の商品・サービスを新規顧客に売る 

大口販売店へ保安カレンダー 

カレンダー業界へアップローチ 

④多角化 

新商品・サービスを新規顧客に売る 

ECサイトの準備 

 



茶袋などのパッケージ製造、タブーに踏み込んで茶業界支援のために新分野開拓

６つ営業所と工場（社員数227名）

代表取締役 橋本久美子氏

想いを包み、未来を創造するパートナーをめざします

袋だけでなくお茶そのものを売る～新たなビジネスモデルを提案

女性も男性も。配偶者手当を家族手当に一本化

緊急事態宣言下、月1億ずつ前年比で売上が落ちていく恐怖の中、オンラインでの企業見学会やテレ
ワークの推進。

クラウドファンディングなども活用し、ビジネスモデルをつくり日本茶の未来をこじ開ける。日本
全国8000件の取引先へ新たなビジネスモデルの提案。それは、創業以来タブーであった自社として
の茶の販売。袋は作ってきたが、茶は売らなかった。小売りが低迷する中、お茶の魅力を広げるた
めにお茶の売り方を自ら示していく。大胆な市場戦略へ。

ドリップ男子の心をゲットした高級茶ドリップ用茶器とお茶のセット販売「刻音（ときね）」。紙
コップの底に茶葉を入れてお湯を注げばおいしいお茶が飲める「リーフティーカップ」。海外市場
も意識した抹茶をシェイカーでたてて飲める「おうち抹茶」。

失敗を責めない。経営を理解できる社員に育成するため各部署から抜擢。新たな挑戦を評価。

ポストコロナも視野にいれた女性経営者の取り組み
製造業
（株）吉村（東京）  

④知恵を集めて新たな仕事づくりに取り組む
⑥「見える化」と情報発信に取り組む
⑧雇用を守り、全社一丸となって黒字化へ



付加価値の高い仕事づくりは「人を生かす経営」から

業務改善提案も女性なら

では

製造ラインに女性を投入。ラインで
の生産性は女性の方が高い。「家事
をやっているせいか、段取りが良い。
単に年数を重ねるだけでなく、仕事
の改善につながる提案、無駄を省き、
残業をなくすことで抜群の成果をあ
げている事例がいくつもある」。社
員のモチベーションアップにつな
がっていることから、コスト削減や
業務改善提案、業務のマニュアル化
などが進んできた。

社員数150名 千葉の缶パーツ
メーカー

パートの正社員化と

現場改善

「ものづくりが好きな人。自ら
考え自ら行動できる人」が採用
基準。新卒社員の半数以上が女
性。またパートタイムから正社
員へ挑戦する女性が増加。年に
3回、社内共育デーを設けて入
社1年未満の方を対象に、社内
の基礎知識を学ぶ機会。正社員
化の制度と社内フォローアップ
の場。また、パートでも育児休
暇・産前産後休暇を取得しやす
い制度を整え、やりがいを持っ
て働いてもらえるよう体制を整
備。

社員数365名 愛知の切削加工

女性を後継者に～現

場の声

先代の父親の死後、後継者とし
て従業員や協力会社から後継に
推す声が上がり、夫の単身赴任
させることも含め承継を決意。
リーマンショックで、大幅な受
注減で週の半分は仕事がない状
況が続く中、大胆に主力商品を
変更して新市場に挑戦。マイク
ロメートル単位の精度が要求さ
れるが、同社はそれを手作業で
実現する研磨技術をもつ熟練工
を育てていた。

社員数37名 東京・大田の自動
車関連業
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付加価値の高い仕事づくりは「人を生かす経営」から

６５台中６４台が冷凍・冷蔵車

冷凍及びチルド食品専門３ＰＬサービスを展開。

活動範囲や取扱品を絞ることで独自性を高め、

配販分離の流れの中で配送、荷役、梱包・包装、

流通加工から情報管理まで物流をトータルで請

け負う。新卒採用で社員育成。さらに女性社員

が３割を占め、取締役４名中２名がもと女性社

員。

社員教育においては問題解決思考法に重点をお

いて、自ら考え行動する習慣を定着化している。

社員数150名 三重の運送業

配送・保管・「住宅部材加工」

へ

経営理念「ありがとう、と言ってもらえる仕事

を通じて豊かな暮らしを創造します」

建材を預かり配送するだけでなく、現場で出た

端材を自社で加工し、「住宅部材加工」という

付加価値をつけて販売。新事業で業績は回復し、

運送部門を超える事業に。「朝起きたら行きた

くなる会社」と言ってもらえる会社にと、新年

会では社員投票による 「ありがとう大賞」を実

施している。

社員数50名 大阪の道路貨物運送業

「わが社は値引きしません」

「しかし売上高対物流費の削減と物流品質

の向上をお約束いたします！」という一文。

「値引きに勝る価値をお客様に与えること

ができる」という自信。配送だけではなく商

品の在庫管理まで一貫して引き受け、トータル

で物流コストを削減する提案を強みに。医療

品・医薬品の配送業務や医院内の配送も受託

社員数135名 福岡の医療関連納品代行業
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